参考書式
建築基準法施行令第9条第1項（建築基準関係規定）チェックリスト

○水道法第16条（水道法施行令第5条）関係

	給水装置の構造

	NO
	構造の基準
	適合状況

	1
	配水管への取付口の位置が、他の給水装置の取付口から三十センチメートル以上離れている。
	適・否

	2
	配水管への取付口における給水管の口径が、当該給水装置による水の使用量に比し、著しく過大でない。
	適・否

	3
	配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプが直接連結されていない。
	適・否

	4
	水圧、土圧その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそれがない。
	適・否

	5
	凍結、破壊、侵食等を防止するための適当な措置が講ぜられている。
	適・否

	6
	当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていない。
	適・否

	7
	水槽、プール、流しその他水を入れ、又は受ける器具、施設等に給水する給水装置にあっては、水の逆流を防止するための適当な措置が講ぜられている。
	適・否

	8
	上記1～7について、給水装置の構造及び材質の基準に関する省令（平成9年厚生省令第14号）に定められた技術的基準に適合する。
	適・否

	9
	水道事業者との協議が済んでいる。
	済・否


	給水装置の材質

	NO
	材質の名前
	使用の有無
	使用箇所

	1
	硬質塩化ビニル管（HIVP）
	有・無
	

	2
	硬質塩化ビニルライニング鋼管
	有・無
	

	3
	ポリブデン管・架橋ポリエチレン管
	有・無
	

	4
	その他（　　　　　　　　　　）
	有・無
	


○下水道法第10条（下水道法施行令第8条）関係

	排水装置の構造

	NO
	構造の基準
	適合状況

	1
	排水設備は、公共下水道管理者である地方公共団体の条例で定めるところにより、公共下水道のますその他の排水施設又は他の排水設備に接続させている。
	適・否

	2
	排水設備は、堅固で耐久力を有する構造となっている。
	適・否

	3
	排水設備は、陶器、コンクリート、れんがその他の耐水性の材料で造り、かつ、漏水を最少限度のものとする措置が講ぜられている。（雨水を除く）
	適・否

	4
	分流式の公共下水道に下水を流入させるために設ける排水設備が、汚水と雨水とを分離して排除する構造となっている。
	適・否

	5
	管渠の勾配が、やむを得ない場合を除き、百分の一以上となっている。
	適・否

	6
	排水管の内径及び排水渠の断面積が、公共下水道管理者である地方公共団体の条例で定めるところにより、その排除すべき下水を支障なく流下させることができる。
	適・否

	7
	汚水（雨水と同程度以上に清浄であるものを除く）を排除すべき排水渠が、暗渠となっている。（製造業又はガス供給業の用に供する建築物内を除く）
	適・否

	8
	暗渠である構造の部分の次に掲げる箇所に、ます又はマンホールが設けてある。
イ　もっぱら雨水を排除すべき管渠の始まる箇所

ロ　下水の流路の方向又は勾配が著しく変化する箇所
（管渠の清掃に支障がないときは、この限りでない）
ハ　管渠の長さがその内径又は内のり幅の百二十倍をこえない範囲内において
管渠の清掃上適当な箇所
	適・否

	9
	ます又はマンホールに、ふた（汚水を排除すべきます又はマンホールにあっては、密閉することができるふた）が設けてある。
	適・否

	10
	ますの底に、もっぱら雨水を排除すべきますにあっては深さが十五センチメートル以上のどろためを、その他のますにあってはその接続する管渠の内径又は内のり幅に応じ相当の幅のインバートが設けてある。
	適・否

	11
	汚水を一時的に貯留する排水設備に、臭気の発散により生活環境の保全上支障が生じないようにするための措置が講ぜられている。
	適・否

	12
	下水道事業者との協議が済んでいる。
	済・否


この書類に記載の事項は、事実に相違ありません。
【設計者】

【資格】　（　　　　　）建築士　　　（　　　　　）登録第　　　　　　　　　号

【氏名】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

